
滝沢市営建設工事競争入札参加資格要綱  

 

  全部改正  平成１５年１月２９日告示第２４号  

          最終改正 令和６年８月２１日告示第１５３号 

 

（趣旨）  

第１条  この告示は、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「政令」とい

う。）第１６７条の５第１項及び第１６７条の１１第２項の規定に基づき、競争入札に

参加する者に必要な資格について必要な事項を定めるものとする。  

（定義）  

第２条 この告示において「滝沢市営建設工事」とは、建設業法（昭和２４年法律第１０

０号。以下「法」という。）第２条第１項に規定する建設工事で市費で支弁するものを

いう。 

（競争入札の参加者の資格）  

第３条 競争入札に参加しようとする者は、次に掲げる基準に基づき行う資格の審査（以

下「資格審査」という。）を受け、滝沢市営建設工事競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に登載されなければならない。ただし、政令第１６７条の４

第１項の規定に該当する者は、資格審査を受けることができない。  

（１）法第３条第１項の規定による許可を受けた者であること。  

（２）法第７条第２号イ、ロ若しくはハ又は第１５条第２号イ若しくはハのいずれかに

該当する者で常勤のものを置く者であり、かつ、法第２６条第１項に規定する主任技

術者又は同条第２項に規定する監理技術者で常勤のものを置く者であること。  

（３）法第２７条の２３第１項の規定による審査を受け、経営規模等評価結果通知書・

総合評定値通知書に総合評定値及び完成工事高（年平均）の数値があること。  

（４）関係法令の規定による営業若しくは業務の停止又は事務所の閉鎖の処分を現に受

けていないこと。  

（５）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定による更生手続開始の

申立てをした者、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定による再

生手続開始の申立てをした者その他経営状況が著しく不健全であると認められる者で

ないこと。  

２ 共同企業体（法第２条第３項に規定する建設業者が共同請負して工事を施工するため

に協定を締結して結成する企業体をいう。）における前項の規定は、資格基準を別に定

める場合を除き、その構成員それぞれに適用する。  

（資格審査の申請）  

第４条 資格審査を受けようとする者は、別表第１の左欄に掲げる受付の区分に応じ、そ

れぞれ同表の右欄に定める提出期限（その日が日曜日、土曜日又は祝日法による休日

（国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日をいう。以下

この項において同じ。）に当たるときは、その翌日以後の日であって、当該日から最も

近い日曜日、土曜日又は祝日法による休日でない日）までに資格審査申請書その他資格

審査に必要な書類（以下「申請書等」という。）を市長に提出しなければならない。た



だし、市長が特に必要があると認めたときは、提出期限を変更することができる。  

２ 前項の規定にかかわらず、市長が特に必要があると認めるときは、その都度申請書等

を提出することができる。  

（資格者名簿への登載） 

第５条 市長は、前条の規定による申請について、審査し、第３条各号に該当すると認め

た者を資格者名簿に登載するとともに、これを公表しなければならない。  

２ 市長は、資格者名簿の作成に当たっては、次に掲げる区分に応じ業務ごとに分類する

ものとする。  

（１）市内に本社を有する者（市内）  

（２）前号以外の者で、市内に契約権限を委任している支店、営業所等を有するもの

（準市内）  

（３）前２号以外の者で、市近郊（盛岡市、八幡平市、岩手郡又は紫波郡）に本社を有

するもの（広域）  

（４）前３号以外の者で、岩手県内に本社を有するもの（県内）  

（５）前４号以外の者（県外）  

３ 市長は、資格者の評点を行うものとし、法第２７条の２３第２項の規定に基づく経営

事項審査の工事の種類別総合評点に別表第２による必要な加算を行い、評点数とする。  

４ 市長は、次に掲げる工事の種類について、別表第３により、前項で求めた評点数の区

分に応じ資格者の等級区分の格付を行うとともに、発注標準金額を定めるものとする。  

（１）土木一式工事  

（２）建築一式工事  

（３）電気設備工事  

（４）管設備工事  

（資格者名簿の有効期限）  

第６条 資格審査の結果、競争入札に参加する資格を有すると認めた者（以下「資格者」

という。）が登載されている資格者名簿の有効期間は、２会計年度とする。ただし、２

会計年度経過後翌２会計年度に係る資格者名簿が作成されるまでの間は、前２会計年度

の資格者名簿を持ってこれに代えるものとする。  

（変更の届出）  

第７条 資格者は、申請書等の記載事項に変更があったときは、直ちにその旨を書面によ

り市長に届け出なければならない。  

（資格者名簿からの抹消等）  

第８条 市長は、資格者名簿が作成された後において、資格者名簿に登載されている者が

次の各号のいずれかに該当することとなったときは、当該資格者の資格を取り消すとと

もに資格者名簿から抹消するものとする。  

（１）政令第１６７条の４第１項の規定に該当する者となったとき。  

（２）法第３条第３項又は第２９条の規定により建設業の許可の効力が失われ、又は建

設業の許可を取消されたとき。  

（３）申請書等に故意に偽りの事実を記載したことが明らかになったとき。  

（４）事業を廃止したとき。  



２ 市長は、資格者が第３条第１項第１号、第２号又は第４号に定める競争入札に参加す

る者に必要な資格の基準に適合しないこととなったと認めたときは、当該資格者の資格

を取り消し、資格者名簿から抹消することができる。  

３ 市長は、前２項の規定により資格者の資格を取り消し資格者名簿から抹消したときは、

直ちに当該資格者に対し、その理由を明示して書面によりその旨を通知するものとする。  

（指名停止等の措置）  

第９条 市長は、資格者名簿が作成された後において、資格者名簿に登載されている者が

次の各号のいずれかに該当することとなったときは、滝沢市競争入札等参加資格審査委

員会の意見を聴いて、当該指名停止等をすることができる。  

（１）政令第１６７条の４第２項各号に該当したとき。  

（２）資格者名簿に登載されている者の責に帰すべき理由により、市営建設工事の請負

契約を解除されたとき。 

（３）その他著しく不適正な行為があったとき。  

２ 市長は、前項の規定により指名停止を行った資格者を現に指名しているときは、指名

を取り消すことができる。  

３ 市長は、第１項の規定により資格者を指名停止したときは、直ちに当該資格者に対し、

その旨を通知するものとする。  

附 則 

この告示は、平成１５年１月２９日から施行する。  

  附 則 

この告示は、平成１８年４月１日から施行する。  

   附 則 

 この告示は、平成２３年１０月１８日から施行する。  

   附 則 

 この告示は、平成２４年１１月１日から施行する。  

   附 則 

 この告示は、平成２６年１月１日から施行する。  

   附 則 

 この告示は、平成２７年４月１日から施行する。  

   附 則 

 この告示は、令和２年７月１日から施行する。  

   附 則 

 この告示は、令和３年６月１７日から施行する。  

   附 則 

 この告示は、令和６年９月２日から施行する。  

 

 

 



別表第１（第４条関係） 

区分 提出期限  

定期受付  西暦の奇数年の１０月末日  

中間期受付  西暦の偶数年の１０月末日  

別表第２（第５条関係） 

認証取得区分  加算点数  

ＩＳＯ９０００シリーズ認証取得  １０点 

ＩＳＯ１４００１認証取得  １０点 

別表第３（第５条関係） 

業種区分  等級 評点数 発注標準金額  

土木一式工事  Ａ ８４０点以上  ４０，０００千円以上  

Ｂ ７４０点以上８４０点

未満 

２０，０００千円以上

４０，０００千円未満  

Ｃ ６４０点以上７４０点

未満 

１０，０００千円以上

２０，０００千円未満  

Ｄ ６４０点未満  １０，０００千円未満  

建築一式工事  Ａ ８００点以上  ６０，０００千円以上  

Ｂ ７００点以上８００点

未満 

４０，０００千円以上

６０，０００千円未満  

Ｃ ６４０点以上７００点

未満 

３０，０００千円以上

４０，０００千円未満  

Ｄ ６４０点未満  ３０，０００千円未満  

電気設備工事  Ａ ７５０点以上  １５，０００千円以上  

Ｂ ７５０点未満  １５，０００千円未満  

管設備工事  Ａ ７３０点以上  １５，０００千円以上  

Ｂ ７３０点未満  １５，０００千円未満  

 


